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住民基本台帳の閲覧状況を公表します

問合せ　市民課　☎２２－８１１７

閲覧日 申出等機関 閲覧目的 閲覧範囲

5 /14 内閣府 国民生活に関する
世論調査

若葉町１丁目 31 人
（満20歳以上の男女）

5 /18 福井県
東京大学

福井県中高齢者の
生活・健康と地域
に関する調査

市内一円 379 人
（昭和 20 年４月 30
日以前生まれの男女）

6 /22 福井県
福井県民の将来ビ
ジョンに関するア
ンケート調査

市内一円 419 人
（20 歳以上の男女）

6 /25 内閣府 大都市圏に関する
世論調査

沓見 16 人
（満20歳以上の男女）

7 /6 福井県 男女共同参画に関
する県民意識調査

市内一円 167 人
（20 歳以上の男女）

8 /26 福井県 乳幼児身体発育調査 井川 38 人
（０歳以上の男女）

8 /31 福井県
地球温暖化対策に関
する県民アンケート
調査

市内一円 168 人
（20 歳から 80 歳ま
での男女）

10/26 福井県 治安に関する県民
意識調査

市内一円 170 人
（20 歳以上の男女）

10/27 内閣府 住宅と生活環境に
関する意識調査

元町 10 人
（60 歳以上の男女）

11/9 福井県 たばこと運動に関
する意識調査

白銀町、樫曲、深山寺、
堂 300 人

（20 歳以上の男女）

11/25 内閣府 消費動向調査

新松島町、松島町、
呉竹町１丁目 35 人

（単身世帯の世帯主
男女）

12/2 福井県

平成 30 年福井国
体に向けたスポー
ツに関する県民意
識調査

市内一円 211 人
（15 歳以上の男女）

12/8 福井県 行財政改革に係る
アンケート調査

市内一円 168 人
（20 歳以上の男女）

1 /6 福井県
ボランティア活動
に関するアンケー
ト調査

市内一円 168 人
（10 歳以上の男女）

1 /19 文化庁 国語に関する世論
調査

港町 19 人
（満16歳以上の男女）

2 /2,3
自衛隊福
井地方協
力本部

自衛官募集に伴う
広報

市内一円 636 人
（平成５年４月２日か
ら平成６年４月１日
の間に生まれた男女）

閲覧日 申出者 閲覧目的 閲覧範囲

4 /27
金融広報中央委
員会
会長 小林　信介

家計の金融行
動に関する世
論調査

国広町、布田町
16 人

（満 20 歳以上の男女）

6 /25
日本銀行情報サー
ビス局
局長 大川　昌利

生活意識に関
するアンケー
ト調査

開町、追分、藤ケ丘
町 15 人

（満20歳以上の男女）

6 /29,
    30

財団法人 宮城県
対がん協会がん
検診センター
所長  渋谷　大助
財団法人福井県健
康管理協会県民健
康センター
所長  松田　一夫

福井県民のがん
検診の受診状況
に関する調査

若葉町１丁目、本町１
丁目、古田刈、桜ケ丘
町、長沢、長谷、野神、
松原町 240 人

（20 歳以上の女、40
歳以上の男）

7 /16
株式会社時事通
信社大阪支社長
山田　哲郎

住民意識調査

清水町１丁目、津内
町２丁目、昭和町２
丁目、松原町、木崎、
大比田、古田刈、野神、
若葉町３丁目、野坂、
公文名 253 人

（満20歳以上の男女）

8 /10

財団法人電力中
央研究所社会経
済研究
所長 浅野　浩志

エネルギー問題
についてのアン
ケート調査

泉ケ丘町、相生町、
東洋町、三島町２丁
目、木崎 200 人

（満 20 歳から 70 歳
未満の男女）

9 /8
日本大学人口研
究所
所長 小川　直宏

「 仕 事 と 家 族 」
に関する全国調
査

新和町２丁目 23 人
（満 20 歳から満 59
歳の男女）

9 /15
ＮＨＫ放送文化
研究所世論調査
部長 塩田　幸司

全国接触者率調
査（テレビの見
られ方などにつ
いての調査）

長谷、御名 12 人
（７歳以上の男女）

11/17
ドイツ日本研究
所所長 フロリア
ン・クルマス

消費行動に関す
る意識調査

松島町 21 人
（満40歳以上の男女）

12/20

日本たばこ産業
株式会社たばこ
事業本部情報部
長　田中　康司

全国たばこ喫煙
者率調査

中央町２丁目 20 人
（大正 10 年５月１日か
ら平成３年４月 30 日
生まれの男女）

2 /16 龍谷大学
学長 若原　道昭

犯罪被害に関す
る調査

松島町２丁目 18 人
（満 15 歳以上の男女）

2 /22,
23,24

東京大学社会科
学研究所
所長 末廣　昭

福井の希望と社
会生活調査

市内一円 1,322 人
（満20歳以上の男女）

●●●法人分●●●●●●国・地方公共団体分●●●

　住民基本台帳の閲覧は、世論調査や学術研究などの公益性の高い事業の実施にのみ認められています。

　平成 22年度（H22. 4. 1 ～ H23. 3. 31）の閲覧状況を住民基本台帳法第 11条第３項および第 11条の２

第 12項に基づき、公表します。
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請求件数  14 件
※請求１件については、内容により部分公開と非公

開の２つの決定を行いました。

実施機関 公開 部分公開 非公開 取下げ 計
市長 ３ ５ １（１） ０ ９

議会 ０ ２ ０ １ ３

教育委員会 ０ ２ ０ ０ ２

農業委員会 ０ １ ０ ０ １

計 ３ 10 １（１） １ 15
※非公開１件は、文書不存在です。

公開請求に対する決定の状況
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情
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取
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開示請求に対する決定の状況

実施機関 開示 部分開示 非開示 取下げ 計

市長 ３ ６ ４（４） ０ 13

議会 ０ ２ ０ ０ ２

計 ３ ８ ４（４） ０ １５

※非開示４件は、すべて文書不存在です。
※開示とは情報公開制度の公開に相当します。

請求件数  15 件
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情報公開・個人情報保護制度
～平成22年度の運用状況をお知らせします～

　昨年度は、両制度の利用以外にも、「予算
説明書や統計書などの閲覧」「行政内部資料
についての説明」など、86 件の利用があり
ました。
　情報公開室では、制度についての相談、
案内（市のホームページ、出前講座など）、
請求の受付のほか、市政に関する資料の閲
覧等情報の提供を行っていますので、お気
軽にご利用ください。

問合せ　情報公開室　☎２２－８１７８


